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将来世代に負担を先送りすることなく、より良い資産を次世代に引き継いでいく
～公共施設マネジメントの基本理念～



１ 長野市公共施設等総合管理計画（平成29年３月策定）の概要 2

目的

「長野市公共施設白書」で明らかになった現状と課題や「長野市公共施設マネジメント指針」
で示したマネジメントの基本的な考え方に基づき、本市が所有する公共施設等の総合的か
つ計画的な管理の推進のための中長期的な方向性を定めるもの

位置付け

• 「長野市公共施設マネジメント指針」を基に、公共施設の「長寿命化基本方針」と個別施設
計画である「第一次再配置計画」を加えて取りまとめたもの

• 長野市総合計画をはじめとする関連する計画との整合を図るとともに、長野市行政改革
大綱と連動させるもの

国は平成26年に公共建築物やインフラ施設の維持管理・更新等
を着実に推進するため地方公共団体へ策定を要請

対象範囲

本市の保有する全ての公共施設（インフラ施設を含む）の建物及び土地
（上下水道局の施設は、公営企業としての独立性を保持し、本計画の基本的な考え方を共有して相互に連携を図る）

期間

平成29年度から令和８年度までの10年間（概ね3～5年ごとに見直しすることを基本）



２ 計画の構成 3

長野市公共施設等総合管理計画
（H29.３策定）

長野市公共施設白書（H25.10）

公共施設の現状と課題

長野市公共施設マネジメント指針（H27.7）
マネジメントの基本的な考え方、取組の方向性

長野市公共施設
長寿命化

基本方針（H29.3）
建築物及びインフラ施設の
長寿命化の基本的な考え方、

取組の方向性

長野市公共施設
第一次再配置計画

（H29.3）
公共施設の今後10年間に
おける適正配置に向けた取組

の方向性

公共建築物
保全マニュアル

インフラ施設の長寿命化
（個別施設）計画

（各分野・各施設ごと策定）

建築物
個別施設計画

（R3.2)
（各施設・各施設群で策定）

建築物
中長期保全計画

（H30)モデル地区
モデル施設群
ＰＰＰ/ＰＦＩ

道

路

橋
り
ょ
う

水

道

下
水
道

学

校

ス
ポ
ー
ツ

観

光

住

宅

Ａ
施
設

Ｃ
施
設

Ｄ
施
設

施設総量縮減目標
（延床面積20％減）
オリンピック施設除く

計画期間 ：H29(2017）年度～R8(2026）年度

B
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更新
公共施設の現状
（H30.6)

以後、毎年度公表

総務省から策定要請
（H26.4)

計画策定指針改訂
（Ｈ3 0 . 2）

etc…

etc…

etc…

第１章 計画の目的等

第２章 長野市の概要

第３章 公共施設等の
全体像

第４章 公共施設等の総合
的かつ計画的な管理に関す
る基本的な方針

第５章 施設分類別の管理
に関する基本的な方針（11
分類別）

第６章 公共施設等長
寿命化基本方針

第７章 公共施設第一
次再配置計画



３ 改訂の背景・現状、考え方

個別施設計画策定後、直ちに改訂に着手し、令和３年度中に決定する

4

改訂の背景・現状

Ⅰ 国の指針（「公共施設等総
合管理計画の策定にあたって
の指針」）が改訂され、令和３
年度中に計画内容の追加が必
要になったこと

Ⅱ 実施計画となる「個別施設
計画」が策定（令和３年２月）さ
れ、「第一次再配置計画」の改
訂が必要となったこと

Ⅲ 計画においては、概ね3～
5年ごとに見直しすることを基
本としており、令和３年度は策
定から５年となること

具体的な取組みを始めてまだ数年しか経過していないことから、原則、国の新たな
指針に対応するための改訂を中心に行う
①中長期的な経費について、会計区分等に応じて見込みを試算（現計画：未対応）
②部局横断的な施設の適正管理を検討する場を設ける（現計画：対応済）
③ユニバーサルデザイン化の推進方針について記載（現計画：未対応）
基本理念や縮減目標は見直さず、個別施設計画との整合のほか、基礎的な数値の
更新や本市の取組み状況を踏まえた表記の時点修正を行う

改訂の基本的な考え方



【参考】平成３０年４月２３日総務省説明会資料抜粋① 5



【参考】平成３０年４月２３日総務省説明会資料抜粋② 6



４ 想定している主な改訂内容 7

主な改訂内容 現計画該当箇所

国
指
針
対
応

建築物の中長期的な経費の見込みや個別施設計画に基づく対策効果を
反映した「効果額」を試算※し、計画へ追加

第３章２、第６章４

道路、上下水道等インフラ施設についても維持管理・更新等に係る経費
の見込みを試算し、計画へ追加

第３章２、第６章４

「ユニバーサルデザイン化の推進方針」を追加 第４章２

個
別
施
設

計
画
策
定

長寿命化基本方針（対象施設・目標使用年数・改修周期）の検証 第６章２

第一次公共施設再配置計画を「個別施設計画」に置き換え 第７章２

経
年

見
直
し

時点修正（施設総量、庁内体制、基金創設等本市の取組ほか＊P16参照）
計画全般

※基本理念、基本方針、縮減目標等の骨格は維持（令和９年度からの新たな計画を策定する際には見直しを予定）

令和３年１月26日付け総務省自治財政局財務調査課長「令和３年度までの公共施設等総合管理計画の見直しに当
たっての留意事項について」により、改訂に当たっての記載事項の考え方等について改めて周知あり



４－①中長期的な経費及び効果額の見込み
・インフラ施設の時点修正

中長期的な経費の見込みについて、令和３年度（＊個別施設計画初年度）を起点に、今後「10年間」と「30年間」
の期間において、「普通会計」と「公営事業会計」、「建築物」と「インフラ施設」に区分し、維持管理・修繕、改修
及び更新等の経費区分ごとに算出し、記載する。

このため、インフラ施設についても総量等を再確認し、各個別施設計画の内容を反映する。

8

岐 阜 県
（Ｈ31.3
改訂）の
例（国の
例示と同
様）

従来手法 推計条件

ハコモノ
建設後30年で大規模改修を行い、標準的な耐用年
数とされる60年で建替えを行う

建設後20、40、60年で改修を行い、築80年で建
替えを行う

道路
耐用年数を15年とし、全整備面積を15年間で均等
に毎年度更新すると仮定

耐用年数を20年と長寿命化し、全整備面積を20年
間で均等に毎年度更新すると仮定

橋りょう
「大分市橋梁・トンネル等長寿命化計画」による経費
の試算

「大分市橋梁・トンネル等長寿命化計画」による長寿
命化の経費の試算

河川
直近5年間の維持更新経費が今後も継続するものと
仮定

－

漁港
直近5年間の維持更新経費が今後も継続するものと
仮定

－

公園
直近5年間の維持更新経費が今後も継続するものと
仮定

－

その他インフラ
直近5年間の維持更新経費が今後も継続するものと
仮定

－

プラント施設
直近5年間の維持更新経費をベースに、各施設の大
規模改修、更新経費を加算（大規模改修は3年間、更
新は4年間均等で実施）

－

上水道
（管路）

整備した年度より60年で更新すると仮定
左記条件を見直し、平準化の考え方を加えた計画に
よる推計

上水道
（浄水場）

「浄水場整備・更新計画」の事業費のとおり
左記条件を見直し、平準化の考え方を加えた計画に
よる推計

上水道
（施設・設備）

土木、建築、電気、機械ごとに現在の水道局の更新
基準を適用

左記条件を見直し、平準化の考え方を加えた計画に
よる推計

公共下水道
（管路）

整備した年度より50年で更新すると仮定
「大分市下水道ストックマネジメント計画」による更
新事業費

公共下水道
（施設・設備）

「経営健全化計画」による更新事業費（土木、建築、機
械、電気）の推計を適用

「大分市下水道ストックマネジメント計画」による更
新事業費

市場
（施設・設備）

建設後30年で大規模改修を行い、標準的な耐用年
数とされる60年で建替えを行う（ハコモノに同じ）

建設後20、40、60年で改修を行い、築80年で建
替えを行う（ハコモノに同じ）

農業集落排水
（施設・設備）

「農業集落排水事業経営戦略」による経費 －

大分市（Ｒ2.3改訂）
の推計条件

国指針改定による見直し
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４－②ユニバーサルデザイン化の推進方針

公共施設等の長寿命化に加え、障害の有無、年齢、性別、人種等にかかわらず多様な人々が利用しやすい
公共施設の実現を目指し、「障害者基本計画」策定と連携し、施設固有の状況や利用者の声などを踏まえ、ユ
ニバーサルデザイン化に向けた更新・改修事業を実施する旨を記載する。

10

国指針改定による見直し

４－③第一次公共施設再配置計画を個別施設計画に置き換え

現計画４ページ

■ 取組の柱
（１）ライフサイクルコストの縮減 （２）長寿命化基本方針の策定 （３）施設点検マニュアルの策定 （４）耐震化の推進
（５）長野市公共施設等総合管理基金（仮称）の創設

【基本方針２】 計画的な保全による長寿命化の推進

（４）ユニバーサルデザイン化の推進方針
を追加（以下、番号を修正 内容は今後調整）

再配置計画の対象施設 建築物の個別施設計画の対象施設

「公共施設白書（原則、インフラ施設、延床面積が200㎡以
下の小規模施設、簡易な倉庫、公衆トイレ、文化財は除く）」の
対象施設

平成30年２月の総務省通知に基づき、インフラ系
施設を除く全施設（公共施設マネジメント支援システムに
登録されている施設）

両計画とも今後10年間の施設の方向性を示していることから、最新の計画である「個別施設計画」を再配置計画に

読み替える旨を記載する。 併せて、以後は、個別施設計画において進捗管理を行う旨を記載する。

Ａ．計画の対象施設の拡大（変更）

Ｂ．計画の時点修正

個別施設計画策定による見直し
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第一次再配置計画 個別施設計画（建築物）

学校教育施設 学校施設編 その他施設（学校教育）編

生涯学習・文化施設 公民館・交流センター編 集会所編 市民文化・コンベンション施設編

図書館編 博物館編 博物館編

その他施設（生涯学習・文化）編

観光・レジャー施設 温泉保養・宿泊施設編 スキー場、キャンプ場編 その他施設（観光・レジャー）編

産業振興施設 産業振興施設編

体育施設 体育館・屋内運動場編 運動場等付帯施設編 大規模運動施設編

その他施設（体育）編 市民プール編

保健福祉施設 老人憩の家編 高齢者福祉施設編 障害福祉施設編

保健センター編 保育所・認定こども園編 児童館・児童センター編

その他子育て支援施設編 その他施設（保健福祉）編 戸隠福祉企業センター編

医療施設 病院・診療所編

行政施設 本庁舎編 支所編 消防庁舎編

消防団詰所編 教職員・職員住宅編 その他施設（行政）編

公文書館編

市営住宅等 市営住宅等編 その他施設（公営住宅）編

その他施設 駐車場編 交通施設編 その他施設（その他）編

オリンピック施設



【参考】第一次再配置計画と個別施設計画（建築物）との比較② 12

再配置計画 個別施設計画

No. 施設名 地区
機能の方向

性
建物の対策

実施時期

前期 後期 期間内

1

市立博物館 更北 継続 集約化・複合化 期間外

耐震性は確保されていることから、展示内容を再構築した上で内部改修を行う。将来的に分館・付属施設の機能と資料
を可能な限り集約する方向で検討する。

2

門前商家ちょっ蔵おいらい館 第二 要検討 事後保全

1997年3月に移転保存工事した建物。善光寺門前の立地を生かした観光面での利活用を検討する。

3

豊野資料収蔵室 豊野 廃止 解体・譲渡等 ○

施設の老朽化のため廃止、解体する。

4

戸隠地質化石博物館 戸隠 継続 事後保全

当面機能を継続しながら、市立博物館に集約していく方向で検討する。

5

鬼無里ふるさと資料館（山国文化伝承館
ほか）

鬼無里 要検討 事後保全

旅の駅鬼無里と一体化させるなど、観光情報センター的な施設としての活用も検討していく。

6

大岡歴史民俗資料館 大岡 廃止 解体・譲渡等 ○

市立博物館へ集約し、廃止・解体する方向で検討する。

7

ミュゼ蔵
信州新
町

廃止 解体・譲渡等 ○

アートを通じた交流施設として建物１階を賃借しているが、令和４年3月31日で賃借期間が終了するため、廃止する。

8

信級文化財収蔵庫
信州新
町

廃止 解体・譲渡等 ○

施設の役割を終えているため、収蔵品を整理後、解体する。

9

日原文化財収蔵庫
信州新
町

廃止 解体・譲渡等 ○

施設の役割を終えているため、収蔵品を整理後、解体する。

10

信州新町美術館
信州新
町

継続 事後保全

唯一の市立美術館であるため、当面の間機能を継続し、施設のあり方について引き続き検討する。

◎取組項目5 ◎取組内容

長野市立博物館の

再編【築35年】

資料収蔵庫を増設し資料の増加に対応するとともに、常設展示室を全面的

にリニューアルし、新たな情報の発信を図る。

「大岡歴史民俗資料館」「豊野資料収蔵室」「信級文化財収蔵庫」「日原

文化財収蔵庫」は、今後も保存していくべき資料を本館に移設後、今後10

年以内を目途に廃止する方向で検討する。

○個別施設の計画

施設名 計画の内容 計画の工程

戸隠地質化石博物館

【築34年】

戸隠地域の観光施設や、国・県の環境保全

施設等への施設や資料の提供なども視野に

入れ、廃止を含めてあり方を検討する。

今後10年以内を目途に検討

中条歴史民俗資料館

【築37年】

中条支所・公民館などの複合施設整備に伴

い廃止の方向で検討を進める。
平成29年度中に廃止予定

ミュゼ蔵【築20年】

地元と活用策に取組みながら、平成33年度

までは引き続き運営していく。

その後地元へ運営を譲渡する。

平成33年度末をもって賃貸

借契約を終了し、平成34年

度からは地元で運営を担う

真田宝物館【築 53

年】

観光拠点施設として、真田公園一帯の再編

や複合化・多機能化を含めた、施設整備拡

充の検討を進める。

史跡松代城跡第2期整備（平

成28～32年度）終了後の整

備を検討

象山記念館【築 50

年】

「真田宝物館」に機能を統合して施設を廃

止する。

真田宝物館の改修整備に併せ

て検討

…
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個別施設計画策定による見直し

現計画
６章２．長寿命化の基本方針

（３）施設類型ごとの改修周期

■木造施設

木造の施設は目標使用年数を40年とし、竣工
から20年目を中規模改修時期とします。長寿命
化改修は実施しません。

建替え時には、非木造化することによる長寿命
化を検討します。

■非木造施設

非木造の施設は48ページのとおり目標使用年
数を80年とし、竣工後40年で長寿命化改修、竣
工後20年と60年を中規模改修時期とします。

ただし、1981年（昭和56年）の新耐震基準以
前に建てられた既存施設は、今後の施設総量削
減を見据え、原則、長寿命化は行わず、竣工から
50年を建替え時期とします。建替え後は、目標
使用年数を80年とし長寿命化を見据えた改修
を行っていきます。

改訂の方向

非木造の施設は目標使用年数を80年と
し、原則、竣工後40年で長寿命化改修、竣
工後20年と60年を中規模改修時期とし
ます。
ただし、1981年（昭和56年）の新耐震基準
以前に建てられた既存施設（学校、市営住宅
を除く）は、今後の施設総量削減を見据え、原
則、長寿命化は行わず、竣工から50年を建替
え時期とします。
なお、学校、公営住宅は、原則、個別施設計
画に基づいた改修を進めていきます。

学校や市営住宅は、旧耐震施設であっても、必
要な施設は国の補助を受けて長寿命化を実施
する計画



５ 改訂の進め方

• 建築物の維持管理に関する経費及びインフラ施設の維持管理・更新等に係る経費の試算を除き、総務部

公有財産活用局（公共施設マネジメント推進課）で改訂作業を進める

• インフラ施設の試算については、関係部局の協力と業務委託により実施

• 随時、市議会や公共施設適正化検討委員会のご意見をいただく

• パブリックコメントを実施し、市民意見を募る
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意見

パブリックコメント市民

総合管理調整会議

部長会議
市

公マネ課 インフラ関係課

市議会（総務委員会）

公共施設適正化検討委員会
意
見

進め方のイメージ
※現計画策定時には
本委員会から「答申」
をいただいたが、今回
は計画期間の折り返し
時点の見直しであるこ
とから、適時ご意見を
伺いながら改訂作業
を進めたい



６ 想定スケジュール（令和３年２月時点）
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4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8

審議会 ★ ☆ ★ ★ ★

≪建築物≫

維持管理等のコスト推計

≪インフラ施設≫

長寿命化（個別施設）計画

維持管理等のコスト推計
※総合管理計画に反映する

令和４年度

〇公共施設等総合管理計画

個別施設計画
（Ｒ2年度中に策定）

施設総量
※毎年度公表

施設総量
※総合管理計画に合わせ

公表予定

令和２年度 令和３年度

進捗管理

住民説明会

計画（案）

公表

計画

(素案)
修正・

策定

パブ

コメ

改訂内容整理

将来費用推計方法検討 公表
修正・

策定
計画

(案)作成

パブ

コメ

▲Ｒ2.4.1時点

中長期的な維持管理等のコスト推計

Ｒ4.4.1時点▲

中長期的な維持管理等のコスト推計

総量

把握

▲Ｒ3.4.1時点

各所管課；計画の策定・進捗管理

基本的な

考え方

● 委託発注

★

公表
総量

把握
公表

全体調整（調整会議・照会など）

施設総量の把握、白書との比較

▲Ｒ2.4.1時点

（現地視察）考え方 変更点・推計

方法説明
たたき台

への意見

案への意見

総量

把握
公表

改訂報告



【参考】計画策定後に実現した施策と計画との関係

将来世代に負担を先送りすることなく、

より良い資産を次世代に引き継いでいく

施設総量の縮減と

適正配置の実現

新規整備の抑制、施
設の複合化・多機能
化、地域特性を踏ま
えた配置、広域的な
連携

計画的な保全

による長寿命化

ﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄ縮減、長
寿命化計画・施設点
検ﾏﾆｭｱﾙ策定、耐震化
の推進、基金創設

効果的・効率的な

管理運営と資産活用

施設利用の促進、管
理運営効率化、受益
者負担の適正化、遊
休施設の利活用

全庁的な公共施設

マネジメントの推進

庁内推進体制の強化、
財政との連動、施設
情報の一元化、職員
の意識改革
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基本理念

基本方針

・公共施設整備事前
協議
・公共施設等総合管
理基金

・12条点検
・簡易劣化度評価
・中長期保全計画
・公共施設等総合
管理基金（再掲）

・構造耐久性調査
・公共建築物保全
マニュアル

・PPP／PFI優先
的検討方針
・指定管理者制度
ガイドライン
・未利用財産有効
活用ガイドライン
（策定中）

・公共施設等総合
管理調整会議
・サウンディング
型市場調査活用
指針
・PFI等活用ガイド
ライン、PFI事業
等審査委員会
・事前協議（再掲）

今後２０年間で２０％の縮減を目指す

公共施設（建築物）個別施設計画

取組の柱

実現し
た新た
な施策


